
 

 

 1 

答申第２２３号（諮問第２７６号） 

 

答  申 

 

１ 審査会の結論 

埼玉県警察本部長（以下「実施機関」という。）が平成２６年１１月２０日付けで行

った公文書不開示決定は、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３④及び３⑤に係

る部分については妥当である。本件開示請求の３①、３②及び３③に係る部分について

は、適切とは言いがたいが対象文書を特定する必要はない。 

 

２ 審査請求及び審議の経緯 

（１） 審査請求人は、平成２６年１１月６日付けで、埼玉県情報公開条例（平成１２年

埼玉県条例第７７号。以下「条例」という。）第７条の規定に基づき、実施機関に

対し、次のとおり開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

「１ 平成２６年９月１６日付け文情第９２２号『公文書開示決定通知書』で開示

された平成１６年（度）ファイル基準表の『個別フォルダー』に記載される次

のもの。 

①『保管法施行規則の一部改正１３．１２．１３』（所属：調査運用）（第１

ガイド：保管場所事務）（第２ガイド：共通（保管場所）） 

②『使用の本拠地の位置』の解釈基準（所属：調査運用）（第１ガイド：保管

場所事務）（第２ガイド：警察庁文書） 

③『キャンピング・トレーラの取扱い』（所属：調査運用）（第１ガイド：保

管場所事務）（第２ガイド：通知文） 

④『通達ごと』（所属：管制企画）（第１ガイド：通達）（第２ガイド：本庁

通達） 

 ２ 平成２６年９月１６日付け文情第９２３号『公文書開示決定通知書』で開示
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された平成１７年（度）ファイル基準表の『個別フォルダー』に記載される次

のもの。 

①『実施要領の制定』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：駐車管理システ

ム）（第２ガイド：例規通達） 

②『一部改正』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：駐車管理システム）（第

２ガイド：例規通達） 

③『警察庁・管区からの通知』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：使用制

限）（第２ガイド：警察庁・管区）③～⑨は平成１８年（度）ファイル基準

表（平成１８年中に発生した文書） 

④『本庁調査・回答』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：使用制限）（第

２ガイド：警察庁・管区） 

⑤『使用制限の量定』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：使用制限）（第

２ガイド：使用制限） 

⑥『使用制限個人フォルダー』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：使用制

限）（第２ガイド：使用制限） 

⑦『警察庁からの通知』（所属：駐車対策第二）（第１ガイド：レッカー）（第

２ガイド：警察庁） 

⑧『施錠された２輪車のレッカー移動の法令解釈』（所属：駐車対策第二）（第

１ガイド：レッカー）（第２ガイド：警察庁） 

⑨『警備業の要件に関する規則等の一部改正について』（所属：駐車対策第二）

（第１ガイド：駐車監視員）（第２ガイド：警察庁） 

 ３ 平成２６年８月２８日付け文情第８６８号『公文書開示決定通知書』で開示

された平成１８年（度）ファイル基準表の『個別フォルダー』に記載される次

のもの。 

①『通達原議』（所属：規制企画）（第１ガイド：文書管理）（第２ガイド：

原議） 
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②『通達等』（所属：規制企画）（第１ガイド：文書管理）（第２ガイド：警

察庁通達） 

③『通達等』（所属：規制企画）（第１ガイド：文書管理）（第２ガイド：警

察庁通達） 

④『公安委員会指令原簿』（所属：規制運用）（第１ガイド：総記）（第２ガ

イド：共通） 

⑤『通達ごと』（所属：管制企画）（第１ガイド：通達）（第２ガイド：本庁

通達）」 

（２） 実施機関は、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３①、３②、３③、３④

及び３⑤に該当する文書は、当該個別フォルダーは現在保有しておらず対象文書を

特定できないとして、平成２６年１１月２０日付けで、公文書不開示決定（以下「本

件処分」という。）を行い、審査請求人に通知した。 

（３） 審査請求人は、埼玉県公安委員会（以下「諮問庁」という。）に対し、平成２６

年１２月２日付けで、本件処分の取消しを求めて審査請求（以下「本件審査請求」

という。）を行った。 

（４） 当審査会は、本件審査請求について、平成２７年４月１日に諮問庁から条例第２

２条の規定に基づく諮問を受けるとともに、開示決定等理由説明書の提出を受けた。 

（５） 当審査会は、平成２７年６月１８日に審査請求人から意見書の提出を受けた。 

（６） 当審査会は、平成２７年７月１７日に諮問庁の職員から意見聴取を行った。 

（７） 当審査会は、平成２７年１０月２３日に審査請求人の口頭意見陳述を聴取した。 

 

３ 審査請求人の主張の要旨 

  審査請求人が主張している内容は、おおむね以下のとおりである。 

（１） 審査請求の趣旨 

    本件処分は、明らかに埼玉県警察文書管理規程（平成１４年警察本部長訓令第２

５号。以下「文書管理規程」という。）第４１条（文書等の保存期間）等に違反し
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たものであり、その理由を知りたくて本件審査請求を行う。 

（２） 審査請求の理由 

平成１６年、１７年及び１８年のファイル基準表から現在も保有されている保存

期間３０年と記載される警察庁からの通達等を特定して開示請求を行ったところ、

公文書不開示決定通知書が届けられた。 

この通知は、明らかに文書管理規程第４１条（文書等の保存期間）等に違反であ

り、その理由を知りたくて本件審査請求を行う。 

 

４ 諮問庁の主張の要旨 

諮問庁が主張している内容は、おおむね以下のとおりである。 

（１） 原処分について 

実施機関は、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３①、３②、３③、３④

及び３⑤に記載されている個別フォルダーについては、交通規制課及び交通指導課

において開示請求時点で保有しておらず、対象文書を特定できないため、原処分を

行ったものである。 

（２） 個別フォルダーの検索について 

ファイル基準表は、文書管理規程の別記様式第１２号において定められているも

のであり、「第１ガイド」、「第２ガイド」、「個別フォルダー」、「内容・取扱

説明」、「保存期間」、「保存満期」等が項目とされている。 

開示請求者は、平成１６年、平成１７年及び平成１８年当時のファイル基準表に

基づき、個別フォルダー名を指定して本件開示請求を行ったものである。 

本件開示請求を受けて、実施機関は交通規制課及び交通指導課において個別フォ

ルダーの検索を行ったところ、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３①、３

②、３③、３④及び３⑤に記載されている個別フォルダーについては、開示請求時

点で保有していないことが判明した。 

本件開示請求は、個別フォルダー名を指定してなされたものであるが、開示請求
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時点で当該個別フォルダーを保有していない以上、対象文書を特定できないことか

ら、原処分を行ったものである。 

実施機関は、上記に記載した判断を経て原処分を行ったものであり、処分は妥当

なものである。 

 

５ 審査会の判断 

（１） 本件処分について 

本件開示請求は、平成１６年、平成１７年及び平成１８年のファイル基準表に記

載されている特定の個別フォルダーに保存されている文書を請求したものである。 

実施機関は、本件処分において、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３①、

３②、３③、３④及び３⑤に記載されている個別フォルダーは、現在保有しておら

ず対象文書を特定できないとして、不開示決定を行った。 

そこで、当審査会では、本件処分の妥当性について検討する。 

（２） 埼玉県警察における文書管理について 

条例第３０条は、公文書の管理が公文書の開示を実質的に担保するものであるこ

とから、公文書が適切に分類、作成、保存及び廃棄されるよう、公文書の管理の基

本原則については、各実施機関の規則等で定めることとしている。埼玉県警察にお

いては、文書管理規程に基づき文書管理が行われている。 

文書管理規程第３６条第１項では「所属で保有する文書等は、事務の性質、内容

等に応じて系統的に分類するものとする。」として文書等の分類を規定し、同条第

２項では「文書等は、暦年ごとに整理しなければならない。ただし、会計年度ごと

に整理することが適当なものは、会計年度ごとに行うものとする。」として文書等

の整理を規定している。そして、同条第４項では「前３項に規定する文書等の分類

及び整理に基づき、ファイル基準表（別記様式第１２号）を作成するものとする。」

として分類及び整理した文書等をファイル基準表で管理することを規定している。

そして、ファイル基準表には、第１ガイド（大分類）、第２ガイド（中分類）、個
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別フォルダー（小分類）、保存期間等の欄があり、文書等は個別フォルダーに収納

されるが、個別フォルダーに収納される文書等の件名の記載欄はなく、個別フォル

ダーがファイル基準表上の文書管理の最小単位となっている。 

（３） 本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３④及び３⑤に係る不開示決定の妥当

性について 

諮問庁は、本件開示請求の１④、２①、２②、２⑥、３④及び３⑤に記載されて

いる個別フォルダーについては開示請求時点で実施機関は保有しておらず、対象文

書を特定できないと主張している。 

当審査会は、諮問庁に当該個別フォルダーを開示請求時点で保有していない理由

について確認したところ、個別フォルダーの統廃合等を行った可能性や、個別フォ

ルダーに保存する文書等が発生しなかったためファイル基準表に個別フォルダー名

だけが残った可能性等があるとのことであった。 

個別フォルダーがファイル基準表上の文書管理の最小単位となっていることか

ら、ファイル基準表からは当該個別フォルダーに保存されていた公文書を特定する

ことはできない。そして、理由は不明であるが、開示請求時点で実施機関は当該個

別フォルダーを保有していないという諮問庁の説明を覆すに足る事情は認められ

ず、当該個別フォルダーを保有していない以上、当該個別フォルダーに保存されて

いた公文書を特定することはできない。 

よって、実施機関が対象文書を特定できないとして行った本件開示請求の１④、

２①、２②、２⑥、３④及び３⑤に係る不開示決定は、やむを得ない。 

（４） 本件開示請求の３①、３②及び３③に係る不開示決定の妥当性について 

ア 本件処分に係る公文書不開示決定通知書を確認したところ、備考欄に「開示請

求書別紙３①、３②及び３③のフォルダーは、現在「通達等」フォルダー（所属

：交通規制課規制企画、第１ガイド：通達・通知、第２ガイド：警察庁）に集約

されております。」との記載があった。 

本来であれば、本件開示請求の３①、３②及び３③に記載されている個別フォ
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ルダーに保存されていた公文書については、開示請求の時点で別の個別フォルダ

ーに集約されて存在するのであれば、当該個別フォルダーの中から対象文書を特

定して開示、不開示の決定をすべきである。 

イ そこで、当審査会は事務局職員に「通達等」フォルダーを確認させたところ、

次のとおりであった。 

（ア） 文書の量は厚さ８０ｍｍのパイプ式ファイルで 7冊分ある。 

（イ） ほかの年度の公文書や規制企画係以外の公文書も統合されており、規制企

画係の業務とほかの係の業務とに重複して関係する公文書が多数あり、平成

１８年当時はどちらの係で扱っていたか現在では不明である。 

本件開示請求の３①、３②及び３③は、交通規制課規制企画係の平成１８年度

ファイル基準表に記載されている個別フォルダーに保存されている公文書を請

求したものである。そして、上記確認内容からすると、「通達等」フォルダーか

ら本件開示請求の３①、３②及び３③に係る公文書を特定するのは困難であると

認められる。 

ウ ところで、実施機関の保有する公文書の開示を求める際に、開示請求者が開示

請求者の有する情報のみにより文書を特定するのは困難であることが多いこと

から、実施機関は開示請求者に対して開示請求に係る公文書の特定をするために

必要な情報提供を行うべきであり、この情報提供を行うことが情報公開制度の前

提となっている。そのため、条例第８条第２項においても、実施機関は開示請求

者に開示請求書の補正を求める場合に補正の参考となる情報提供をするよう努

めなければならないと規定されている。このことは、補正を求める場合でなくて

も公文書の特定が必要なときにもいえることであり、本件のように実施機関が個

別フォルダーを集約したために文書が特定できないときには、開示請求者の協力

を得て文書を特定することができるように、実施機関が必要な情報提供を行うべ

きであったといえる。 

他方、開示請求者についても、条例第９条では「開示請求をしようとするもの
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は、この条例の目的に即し、公文書の開示を求める権利を適正に行使するととも

に、公文書の開示を受けたときは、これによって得た情報を適正に用いなければ

ならない。」と規定している。「公文書の開示を求める権利を適正に行使する」

とは、情報公開制度の一方の担い手である県民にも制度の円滑な推進への協力を

義務付けるものであり、具体的には、実施機関が公文書の特定を容易にできるよ

う必要な協力を行うことなどが求められているものと解される。 

以上の趣旨から、本件のように公文書の特定が困難な場合には、実施機関は開

示請求者に対して必要な情報の提供に努め、開示請求者も実施機関に対して必要

な協力を行うなど、双方が協力して公文書の特定を行うことが求められているの

である。 

エ ところが、本件においては、実施機関は本件開示請求の３①、３②及び３③に

記載されている個別フォルダーが新たな個別フォルダーに集約されていること

を備考欄に記載したに過ぎず、審査請求人に公文書特定に必要な情報提供を行

い、公文書特定の協力を求めたものとは認められなかった。そこで、当審査会が

審査請求人の口頭意見陳述の場において公文書を特定できる可能性の有無を確

認するために、公文書が存在することを前提に開示を求める公文書の内容につい

て聴取したところ、本件開示請求は文書管理の状況を確認し担当者の責任追及を

目的としたものであり、「通達等」フォルダーに保存されている公文書の開示は

必要ないとのことであった。 

オ 上記アのとおり、本件開示請求の３①、３②及び３③に記載されている個別フ

ォルダーに保存されていた公文書が開示請求の時点で別の個別フォルダーに集

約されて存在するのであれば、個別フォルダーを保有していないことを理由に不

開示とした判断は適切とはいいがたい。また、開示請求の理由に応じて開示、不

開示を決定することは原則としてできないため、開示請求の理由が文書管理の状

況を確認し担当者の責任追及を目的としたものであることを理由に不開示とす

ることもできない。 
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しかしながら、情報公開制度は、公文書の開示請求があった場合、対象文書を

特定の上、不開示情報に該当しない限り公文書の開示を行う制度であり、上記イ

のとおり公文書の特定が困難なうえ、上記エのとおり審査請求人が公文書の開示

を求めていないという以上、本件においては公文書を特定して開示する必要はな

い。 

（５） その他 

実施機関において、現在は保有していない個別フォルダーがファイル基準表上保

有していることになっているのは、公文書の管理上、適切とはいいがたい。 

また、複数の個別フォルダーを集約することにより集約前の個別フォルダーにど

の公文書が保存されていたのか分からなくなったことも、公文書の特定を困難にす

る要因であった。 

これらの点について、実施機関は、問題意識を持つよう望むものである。 

（６） 結論 

以上のことから、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

 （答申に関与した委員の氏名） 

新井賢治、嶋崎健太郎、山本未来 

 

審議の経過 

年  月  日 内   容 

平成２７年 ４月 １日 諮問を受ける（諮問第２７６号） 

平成２７年 ４月 １日 諮問庁から開示決定等理由説明書を受理 

平成２７年 ６月１８日 審査請求人から意見書を受理 

平成２７年 ７月１７日 諮問庁から意見聴取及び審議（第二部会第１０９回審査会） 

平成２７年 ９月 ４日 審議（第二部会第１１０回審査会） 

平成２７年１０月２３日 審査請求人の意見陳述聴取及び審議（第二部会第１１１回審査会） 
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平成２７年１１月２０日 審議（第二部会第１１２回審査会） 

平成２７年１２月２５日 審議（第二部会第１１３回審査会） 

平成２８年 １月２２日 審議（第二部会第１１４回審査会） 

平成２８年 ２月１２日 審議（第二部会第１１５回審査会） 

平成２８年 ２月１９日 答申 

 


